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ブイグ・コンストラクション（総合建設業の大手）

ブイグ・イモビリエ（不動産開発の国内リーダー）

コラス（道路施設のワールドリーダー）

テー・エフ・アン（仏民放テレビ界のトップグループ）

ブイグ・テレコム（トータル通信サービス企業）

ブイグ5事業部門

プロフィール

多角的な仏企業グループのブイグは
ユーロネクスト・パリに上場してお
り（CAC40構成銘柄）、現在80ヶ
国以上に進出して13万800人の従業
員を擁しています。グループの事業
は建設、不動産、道路、メディア、
通信の5部門から成っていますが、

重電企業アルストムの主要株主にも
なっています。ブイグは安定した株
主、強力かつ独創的な企業文化、長
期的な発展が見込める分野の足場、
さらには極めて健全な財務構成など
を切札にして、過去10年間にわたっ
て堅固な実績を築いてきました。

売上高（平均年率） 

5% 
連結当期利益（平均年率） 

12%

配当 

4.4倍

2001年－2011年の成長率

2011 年度の分野別売上高
 （単位100万ユーロ）

建設・不動産・道路 
24,375

通信 
5,741

メディア 
2,620



2011年度は全体的に堅固な営業成績を収
め、とりわけ建設・不動産・道路部門で素
晴らしい受注実績を挙げました。グループ
売上高は当初予想を上回る前年度比5％増
の327億ユーロを記録しました。調整前営
業利益は前年度比3％増の18億ユーロ、当
期利益は同横ばいの11億ユーロとなりまし
た。財務基盤もしっかりしており、グロス
キャッシュフローは同微増の33億2500万
ユーロでした。

建設企業ブイグ・コンストラクション
（Bouygues Construction）は非常に良
好な営業成績を示しました。売上高は前
年度比6％増の98億200万ユーロ、調整前
営業利益率は同0.2ポイント増の3.6％でし
た。2011年12月末時点の受注残高は153億
ユーロという歴史的な高水準に達しました
（うち半分が国外）。

不動産企業ブイグ・イモビリエ（Bouygues 
Immobilier）は売上高を前年度比2％アップ
させたうえ、1万4314という過去最高の予
約販売戸数を実現して、フランス住宅業界
における先導的地位を強固にしました。調
整前営業利益率は8.2％で、当期利益は同 
11％増の1億2000万ユーロでした。

道路施設企業コラス（Colas）にとって
2011年度は新たな適応と転換を模索した年
でした。売上高は前年度比6％増の124億
1200万ユーロとなり、調整前営業利益率は
同0.7ポイント増の3.8％でした。2010年以
降、主として中欧で実施した各種の適応措
置が実を結びました。 

メディア企業テー・エフ・アン（TF1） 
は2011年度に経営戦略の結果を出しまし
た。特にTMCとNT1の両テレビ局を獲得し
たことが奏功して、売上高は前年度と同レ
ベルの26億2000万ユーロを確保し、調整

前営業利益率は同2ポイント増の10.8％に
なりました。

通 信 サ ー ビ ス 企 業 ブ イ グ ・ テ レ コ ム
（Bouygues Telecom）の事業は目標に
沿った形になりました。売上高は前年度
比2％増の57億4100万ユーロを記録しまし
たが、Ebitdaは予想通り、コールターミネ
ーション料金低下の影響で同7％減の12億
7200万ユーロになりました。激しい競争が
繰り広げられる業界において、ブイグ・テ
レコムは36万9000人のモバイル定額料金プ
ランユーザーと、43万3000人の固定ブロー
ドバンドユーザーを新たに増やしました。

重電企業アルストム（Alstom）はグループ
連結当期利益に対して、前年度の2億3500万
ユーロ分を下回る1億9000万ユーロ分の貢献
をしました。2011度第3四半期まで（2011
年4月－12月）の受注処理高は前年同期比
20％増と堅調な展開を見せました。アルス
トムは当年度通年の営業利益率目標を7％
～8％に据え置いています。 

ブイグ取締役会は、2012年4月26日の株主
総会で前年同様の1株1.6ユーロの配当をご
提案いたします。

ブイグでは長年培ってきた経験を踏まえ
て、2012年度も引き続き全事業部門で新
たなビジネス条件への適応を図っていく
所存です。

最後に、株主の皆さまのご信頼とスタッフ
の献身的なお仕事ぶりに対して厚く御礼申
し上げる次第です。 

2012年2月29日
会長兼CEO
マルタン・ブイグ

2011年度指標

2012年度目標

売上高

327億600万ユーロ
5%増

調整前営業利益

18億1900万ユーロ
3%増

連結当期利益

10億7000万ユーロ
横ばい

負債比率

40%
17ポイント増 

正味事業投資（*）

16億5800万ユーロ
17%増

フリー 
キャッシュフロー（**）

8億6200万ユーロ
15%減

1株当り配当

1.60 ユーロ
前年度同額

売上高

323億5000万ユーロ
1%減

好調だった2011年度
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（*） 2.6 GHzの周波数帯投資 
 （2億2800万ユーロ）を除く
（**） 運転資金増減分はまれない
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1952年に創業したブイググル

ープは現在では80ヶ国以上に

進出しており、強力かつ独創的

な企業文化を軸にして、さらな

る発展のための揺るぎない基盤

を築いています。

ビジネス戦略 

多角的に事業展開するブイググルー

プは採算の取れる成長を志向し、長

期的な発展が見込める分野に足場を

築いています。いずれの活動におい

ても競争力を維持しながら、常に斬

新なサービスを顧客に提供して、企

業としての付加価値を高めることを

目指しています。例えば建設等の分

野においては、牽引力になっている

国際舞台（目下は特にアジアや中

東）を中心に臨機応変なビジネス

戦略を採っています。 

ブイグの強み

安定した株主 

安定株主が存在するおかげで、ブイ

グは長期的な戦略ビジョンを立てる

ことが可能になっています。すなわ

ち、マルタン・ブイグとオリヴィ

エ・ブイグが保有するSCDMと従

業員がブイグの2大安定株主になっ

ているのです。

グループ概観

毎年コラスは世界中で 
10万件以上の道路工事を実施

ブイグは建設、不動産、道路、メ

ディア、及び通信の5事業を扱っ

ているほかアルストムの主要株主

にもなっています。現在、ユーロ

ネクスト・パリに上場しており

（CAC40構成銘柄、Compartment 
A指数）、2011年12月31日におけ

る株式時価総額は77億ユーロにな

っています。

ブイググループの簡易組織図

発電・輸送・送電

建設・不動産・道路 メディア・通信

（2011年12月31日現在）

建設

100% 100% 96.5%

30.7%

不動産 道路

43.6% 89.5%

メディア 通信

追加情報
www.bouygues.com



29.6%

28.1%
16.5%

25.8%

21.1%

23.3%

19.5%

36.1%
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> �2012年12月31日現在、従業員株

主数は6万人以上（CAC40種銘柄

中トップ）。

> �2011年12月31日現在、SCDMの

出資比率は21.1％で議決権比率

は29.6％、従業員株主の出資比

率は23.3％で議決権比率は28.1％

（2011年末のブイグ自社株買い

実施後）。

強力かつ独創的な企業文化 

グループの5事業部門で共有され

ているブイグの社風は＜尊重＞、 

＜信頼＞、＜公平＞という人材憲

章3原則に依拠しており、各種プロ

ジェクトの管理ノウハウやチーム

マネジメントにおいてその特色が

発揮されています。

確かな需要が見込める分野に足場 

建設、不動産、道路部門では、先進

水準のキャッシュフローを生み出し

ているため、負債比率を低く抑えな

がら十分な手元流動性を確保できて

います。この結果、格付機関のムー

ディーズから「A3 / 安定的」、スタ

ンダード&プアーズからは「BBB+ / 
安定的」の評価を受けています。

ブイグはこの強みを武器にして過去

10年間にしっかりした財務成績を挙

げてきました。同期間におけるブイ

グの売上高と当期利益の平均年間増

加率はそれぞれ5％と12％になって

います。この好成績の結果、ブイグ

は10年間で株式配当額を4.4倍に増

やしました。

SCDM（*） 従業員株主

その他フランス人株主

外国人株主

(*)  SCDMはマルタン・ブイグとオリヴィエ・ 
ブイグが管理下に置いている会社

発行済株式数 314,869,079

議決権数 439,994,172

出資比率
（2011年12月31日現在）

議決権比率
（2011年12月31日現在）

国と新興諸国でかなり大きなインフ

ラ・住宅需要が見られます。また、

「持続可能な建設」に係わるニーズ

（低エネルギーハウス、プラスエネ

ルギーハウス、エコタウンなど）も

ますます高まっています。さらに、

通信、メディア部門では、テクノロ

ジーやライフスタイルの急速な進化

のおかげで市場が拡大を続けていま

す。ブイグはいずれの部門でも第一

線に立って有利なポジション固めに

成功しています。そして、SD（持

続可能な発展）に対するステークホ

ールダーの強い期待をビジネスに盛

り込んでいることも、ブイグの競争

上の優位条件になっているのです。

非常に健全な財務構成 

ブイグは堅固な財務体質を誇ってい

ます。投資活動をうまく制御して高

1952年 建築専門 

のEntreprise Francis 
Bouygues（EFB）

創業

1956年 不動産開

発へ多角化（Stim
社）

1965年 土木及び

公共工事を国内で

展開

1970年 パリ証券取

引所に上場

1972年 ブイグ

（Bouygues）に社

名変更し国際活動

をスタート

1984年 配水会社ソ

ール（Saur）と電

気関連のETDEを買

収（Saurは2005年

に譲渡）

1986年 道路工事ト

ップ企業Scregを獲

得して総合建設の

世界的リーダー 

1987年 仏テレビ界

トップのテー・エ

フ・アン（TF1）の

主要株主（現在TF1
は総合メディアグ

ループに成長）

1994年 ブイグ・テ

レコム（Bouygues 
Telecom）がフラン

スで3番目の携帯

電話事業者として

スタート（同社は

現在1250万人以上

のユーザーに向け

て、モバイル・固

定・テレビ・イン

ターネットのトー

タル通信サービス

を展開）

2006年 アルスト

ム（Alstom）株式

の仏政府持分を引

き取り同社主要株

主（2011年12月31
日現在の持株比率

31％）

2008年 ブイグ・テ

レコムが固定通信

サービスを開始

沿革
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男女を問わず人材こそはブイ
グの第一の財産であるため、
各職場で良好な人間関係を築
くことに重きが置かれてい
ます。 
その際、＜尊重＞、＜信頼＞、
＜公平＞というグループ人材
憲章の3大原則が、さまざま
なアクションの場で発揮され
て具体的にフォローアップさ
れています。

＜尊重＞ 

> 労使間で対話の場を持つ。

> 全事業部門でスタッフの健
康管理と安全に留意する。

> スタッフの生活バランスを
大事にする。

> 社会厚生と社会的責任に配
慮した行動を奨励する。

> 全員に係わる倫理規範を人
間関係において遵守する。

＜信頼＞  

> 質の高い人間関係を 
重視する。

> 今後の社内流動性を考慮 
して新採用する。

> 従業員貯蓄制度を促進 
させる。

> 内部昇進制度を重視する。

> 皆で知識を共有する。

> 責任ある仕事を人に 
任せる。

＜公平＞  

> ダイナミックな給与システ
ムを進める。

> 機会の均等を保証する。

> 人材の成長進化と教育研修
を第一に考える。

> どんな時も公正かつ公明に
振舞う。

フランス国内の従業員数（*） 

7万6970人 
（全体の59％）

平均年齢 39歳
平均勤続年数 11年

正社員比率96%

国内外で

2万800人を新規採用

（うち国内9260人）

（単位％）

スタッフ職位

13万827人 

事業部門別の従業員数（*）

国内事業部門別 
の女性従業員

地域別グループ従業員数

 現場職人 事務技術職 管理職

 現場職人 経営管理職

41% 29% 30%

63% 37%

ブイグ・
コンストラクション

32%

ブイグ・テレコム

25%
テー・エフ・アン

7%

コラス

32%

ブイグ・
イモビリエ

4%

ブイグ・
コンストラクション

52,018人

ホールディングカンパニー等

348人
ブイグ・テレコム

9,870人
テー・エフ・アン

4,122人

コラス

62,886人

ブイグ・
イモビリエ

1,583人

フランス国内

76,970人
中南米

943人
アジア太平洋

13,448人
北米

5,543人

アフリカ・中東

16,842人

国外ヨーロッパ

17,081人

17

49

8

48 47

19

ブ
イ

グ
・

コ
ン

ス

ト
ラ

ク
シ

ョ
ン

ブ
イ

グ
・

イ
モ

ビ
リ

エ
コ

ラ
ス

テ
ー

・
エ

フ
・

ア
ン

ブ
イ

グ
・

テ
レ

コ
ム

グ
ル

ー
プ

全
体

（*）本国と海外領土等を含む

フランス国内

フランス国外

ブイググループの人材
ブイグの人材 
重視原則

現従業員（2011年12月31日現在）

2011年度新規雇用

フランス国外

フランス国内

国内事業部門別内訳

 現場職人 事務技術職 管理職

 現場職人 経営管理職

26% 44% 30%

68% 32%
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ブイグ・コンストラクショ

ンが素晴らしい受注実績

ブ イ グ ・ コ ン ス ト ラ ク シ ョ ン

は、2011年12月末に153億ユーロ

という過去最高の受注残高を実現

しました。その中にはパリのフラン

ス国防省との官民パートナーシップ

（PPP（1））、シンガポールの超高

層マンション、キューバのホテル、

及びパリの照明工事などの国内外の

大型契約が含まれています。

ブイグ・イモビリエが 

先導企業の地位を堅持

ブイグ・イモビリエは2010年度の

躍進に続いて、2011年度も1万4314
戸という記録的な新築住宅予約販売

高（前年度比4％増）を確保して、

国内の住宅業界におけるリーダー

の地位を堅持しました。

コラスが大規模契約を獲得 

コラスは2011年度に国内外で大規

模な受注契約を手中に収めました。

主なものとしては、フランス道路関

連の営業権と官民パートナーシップ

（高速道路A63とル・プレシ＝ロバ

ンソン交通路メンテナンス）、カナ

ダの高速道路、モーリシャスの空

港、各地の路面電車道（ツール、デ

2011年度ハイライト

パリの照明工事契約をブイググループの 
ETDE社とAximum社を含む企業連合が獲得 

ィジョン、カサブランカなど）、カ

ラカスとクアラルンプールの地下鉄

などが挙げられます。

テー・エフ・アンが 

TMC とNT1を統合

テー・エフ・アンはTMC と NT1を

首尾よく買収したことにより、成長

を続ける無料地上デジタルテレビ放

送（仏略称TNT）市場でポジション

を強化し、前年度比2％増の広告売

上を計上しました。

ブイグ・テレコムが 

固定分野で急成長

ブイグ・テレコムは、固定ブロー

ドバンド事業を開始してから僅か

2年半でユーザー数100万人の大台

を突破させることに成功しました

（2011年末120万人）。超高速ブロ

ードバンドでは700万以上の世帯に

対してサービスを提供する体制を既

に整えています。

11.7％分の自社株買いを実行

ブイグは資本金の11.7％分に相当す

る自社株買いを実施しました。1株

当り買戻し価格は1株30ユーロで総

額は12億5000万ユーロになりまし

た。この株式買取りに対しては予

想を大幅に上回る応募を得ました。

23.3％の出資比率 
2011年12月31日現在、ブイグ
資本金の2割以上を従業員が
出資しており、従業員株主の
ウェートはCAC40種銘柄中ト
ップを誇る。

40年に及ぶ営業権  
コラスが手中にしたフランス
の高速道路A63の営業権期間
は非常に長期に及ぶ。 

11億ユーロの契約額 
パリのフランス国防省との
PPP（1）（官民パートナーシッ
プ）は大型であり、30年間に
わたるメンテナンス契約も含
まれる。

トップ99を占めた視
聴率 2011年度のテレビ視聴
率（2）ベスト100のうち99まで
をテー・エフ・アンの番組が
占めた。 

No.1のクオリティー 
ブイグ・テレコムはモバイル
では5年連続、固定・インタ
ーネットでは初めて顧客関係
クオリティー第1位（3）を獲
得した。

（1）Public Private Partnershipの略語

（2）データは Médiamétrie
（3） TNS Sofres-BearingPoint による2011年度

ランキング

注目データ
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ブイグ株価 ダウユーロ50種株価指数

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

30

28

26

24

22

20

32

34

2317ポイント
17.1％ダウン（*）

株式相場（単位ユーロ）

2012年2011年

2012年2月10日現在
2011年12月31日現在

2010年12月31日現在

32.26ユーロ

24.35ユーロ
24.5％ダウン（*）

2481ポイント
11.2％ダウン（*）

24.65ユーロ
23.6％ダウン（*）

（単位100万ユーロ）

売上高
5％増

1株当り配当
 前年度同額

1株当り利益（*）

14％増

連結当期利益
横ばい

調整前営業利益
3％増

正味金融債務
13億8900万ユーロ増

20112010

32,70631,225

20112010

3.40
2.97

20112010

1,8191,760

20112010

1.60(*)1.60

20112010

1,0701,071

20112010

3,862

2,473 1,478 (*)

ブイググループの2011年度基本指標

2011年初頭以降の株価推移 

（*）2010年12月31日現在との対比

（*） 特別損益分を除いた連結純利益で、12月末現
在の株式数をベースに算出 

（単位ユーロ） （単位ユーロ）

（*）2012年4月26日開催株主総会で提案予定 （*）自社株買い費用と4G周波数帯（2.6 GHz）費用

持分法適用会社であるアルストムは連結当期利益にのみ貢献している
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（単位100万ユーロ）

売上高（a）

32,706 
連結当期利益（c）

 1,070 
調整前営業利益（b）

1,819

正味事業投資（d）

1,658（e）
フリーキャッシュフロー（f）

862（e）

（c）�ホールディングカンパニー等の�
当期損益は2億100万ユーロの赤字

（b）�ホールディングカンパニー等の�
営業損益は4500万ユーロの赤字

（a）�ホールディングカンパニー等の売上�
高は1100万ユーロ

n ブイグ・コンストラクション   n ブイグ・イモビリエ   n コラス   n テー・エフ・アン   n ブイグ・テレコム   n ホールディングカンパニー等   n アルストム

グロスキャッシュフロー
 3,325

（d）ホールディングカンパニー等の正味事業投資は300万ユーロのマイナス   （e）2.6 GHzの周波数帯投資分（2億2800万ユーロ）を除く
（f）�フリーキャッシュフローはグロスキャッシュフローから支払金利、支払税額、及び正味事業投資を差し引いて算出され、運転資金の増減分は含まれない�

ホールディングカンパニー等のフリーキャッシュフローは1億100万ユーロの赤字　

北米

8%
25億2000万ユーロ

中南米

1％未満
1億5100万ユーロ

国外ヨーロッパ

14%
44億4500万ユーロ

アジア太平洋

5%
15億200万ユーロアフリカ及び中東

4%
14億8700万ユーロ

フランス国内

69%
226億100万ユーロ

持分法適用会社であるアルストムは連結当期利益にのみ貢献している

9,616 

2,464
12,295 

2,595

5,725 353

201 

466283

561 
226 

120 

324
80 

331 

546

197

915 
346

1,288

268 12

414

108

859（e）

157 

134 

314 

150 

208（e）

190 

ブイググループの2011年度基本指標

各事業部門の貢献

売上高の地域別内訳

33

総額327億600万ユーロ

グループの拠点展開
www.bouygues.com
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2011年度決算要旨

連結貸借対照表	

連結損益計算書 連結キャッシュフロー計算書
（単位100万ユーロ）	 2010	 2011

 売上高	 31,225	 32,706

 調整前営業利益	 1,760	 1,819

• その他営業収支	 31	 38

 営業利益	 1,791	 1,857

• �支払利息	 (330)	 (277)

• �その他金融収支	 6	 (13)

• 法人税等	 (482)	 (528)

• �関連会社純損益分	 278	 198

 調整前当期利益	 1,263	 1,237

• 少数株主利益	 (192)	 (167)

� 連結当期利益	 1,071	 1,070

 資産の部（単位100万ユーロ）	 2010	 2011

• 有形及び無形固定資産	 7,149	 7,751

• 営業権	 5,531	 5,580

• 非流動金融資産	 5,679	 5,855

• その他非流動資産	 261	 256

非流動資産合計	 18,620	 19,442

• 各種流動資産	 11,377	 12,042

• 現金預金等	 5,576	 3,415

• 金融商品（*）  	 13	 23

流動資産合計	 16,966	 15,480

 資産合計	 35,586	 34,922

 純資産及び負債の部（単位100万ユーロ）	 2010	 2011

• 連結自己資本	 9,317	 8,361

• 少数株主持分	 1,290	 1,317

純資産合計	 10,607	 9,678

• �長期金融債務	 6,750	 6,807

• 非流動性引当金	 1,870	 1,865

• その他非流動負債	 112	 203

非流動負債合計	 8,732	 8,875

• 1年以内金融債務	 994	 216

• 各種流動負債	 14,935	 15,876

• �短期銀行借入等	 294	 239

• 金融商品（*）	 24	 38
流動負債合計	 16,247	 16,369

 純資産負債合計	 35,586	 34,922
• 正味金融債務	 2,473	 3,862（*） フェアバリュー表示による債券ヘッジ分

（単位100万ユーロ）	 2010	 2011
営業キャッシュフロー	
• �グロスキャッシュフロー

（当期利益 + 減価償却費等）	 3,244	 3,325
• �当期支払税額	 (501)	 (399)
• �運転資金増減等	 (52)	 (56)

 A - 営業活動による 
      キャッシュフロー	 2,691	 2,870

投資キャッシュフロー
• �正味事業投資	 (1,423)	    (1,886) (a)

• �その他投資関連	 (318)	 9

 B - 投資活動による 
      キャッシュフロー	 (1,741)	 (1,877)

財務キャッシュフロー	
• �当期配当支払	 (674)	 (694)
• その他財務関連	 446 	   (2,431) (b)

 C - 財務活動による 
      キャッシュフロー	 (228)	 (3,125)

 D - 現金及び現金同等物に 
      係わる換算差額	 105	 26

 現金及び現金同等物の増減額 
 （A + B + C + D）	 827	 (2,106)

• その他非金銭的フロー	 -	 -
• 現金及び現金同等物の期首残高	 4,455	 5,282
• 現金及び現金同等物の期末残高	 5,282	 3,176

（12月31日現在）

（a）4G周波数帯（2.6 GHz）の投資分2億2800万ユーロを含む 
（b）12億5000万ユーロ分の自社株買いによる減資を含む

財務データ
www.bouygues.com
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過去10年間の実績

売上高 
（単位10億ユーロ）

正味事業投資
（単位100万ユーロ）

グロスキャッシュフロー
（単位100万ユーロ）

営業利益
（単位100万ユーロ）

連結当期利益
（単位100万ユーロ）

1株当り普通配当
（単位ユーロ）

20022001

20.5

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

32.7

20022001

1,125

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

1,886（*）

20022001

1,519

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

3,325

20022001

876

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

1,857

20022001

344

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

1,070

251

20022001

0.36

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

1.60（*）

公表資料による下記データは、2001年～2004年度まではフランス国内基準、2005年度以降はIFRS基準を採用している

年平均成長率  

5%

年平均成長率  

5%

年平均成長率  

8%

年平均成長率  

8%

年平均成長率  

12%

4.4倍

（*）2012年4月26日開催株主総会で提案

（*）4G周波数帯（2.6 GHz）の投資分2億2800万ユーロを含む

本来の利益

特別損益分

通信事業免許を含む
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ブイググループは多角的な事

業展開を武器にして2つの挑

戦に取り組んでいます。

1つはエネルギー効率や「責 

任ある購入」といったグルー

プ全体に共通する諸問題につ

いて進展を図ることです。

もう1つはイノベーションを 

推進することにより、各傘下 

企業が個別に抱えている課題

にソリューションを見出して

いくことです。

例えば、建 設・不動産・道路

関連では「持続可能な建設」

があり、メディア・通信関連

では社内 における「人材多様

性」の促進があります。

客サービスの改善に努めることはブ

イグにとって不変の目標なのです。 

ブイグは国際認知基準である「Iso 

26000」をベースにして、社会的

責任のあり方や2011年度の具体的

アクションについて関係者に情報

を提供しています。 

将来ビジョンと抱負

ブイググループの各事業部門はいず

れも「明日の街」というコンセプト

に沿ってビジネス展開しています。

この場合、「明日の街」とは、環境

保護を組み込んだ形で都市計画が行

われ、個人生活とビジネス活動の両

立空間において皆が共生できるタウ

ンを指しています。   

ガバナンス 

ブイグCEO代行のオリヴィエ・ブ

イグは、グループ全体レベルでSD 

ブイググループでは環境
への負荷を減らし、 
社会厚生と社会的責任を
踏まえた顧客サービスを
図っている

企業哲学と社風

ブ イ グ は 固 有 の 社 風 に 基 づ

く 強 力 な 起 業 家 ア プ ロ ー チ

を 常 に 採 っ て き ま し た 。 そ

こ で は ＜ 尊 重 ＞ 、 ＜ 信 頼 ＞ 、 

＜公平＞という3本柱が、グループ

全体のビジネス戦略上の拠り所にな

っています。ブイグはどの活動分野

においても、顧客に対して最も斬

新なサービスを提供することで企

業としての付加価値の向上を目指

しています。

ブイグの事業戦略の中心にはSD 

（持続可能な発展）がしっかり組

み込まれ、特にグループ全体の製

品やサービス提供においてその意

義が強調されています。測定可能

な形で環境への負荷を抑制し、か

つ社会厚生と社会的責任を重視す

る真摯な姿勢を持って、絶えず顧

社会的責任と環境責任

追加情報
www.bouygues.com



（持続可能な発展）に係わる諸活

動を推進しています。親会社に設

置されているSD部とQSE（品質・

安全・環境）セクターが、傘下各

社レベルのSD部を対象にして、総

合的ステップのコーディネーショ

ンを司り、優れた実践例を共有か

つ普及させる役割を担っています。

ステークホールダー 

との対話 

ブイググループでは主要ステークホ

ールダーの声を聞く仕組みを整え

て、利害関係者の期待にできるだけ

応えるとともに、ブイグの活動を人

々に知ってもらえるように努めてい

ます。傘下各社においても、個別の

テーマについて当事者との対話体制

を確立しており、各地域の現場サイ

ドでも人々との密接な交流の場が設

けられています。

倫理と人権

ブイグは事業行動に関する大原則を

厳守するように努め、管理職と従業

員がともに基本的価値観を分かち合

えるようにしています。この基本的

価値観は全員に配布される倫理綱領

の中に記載され、意識向上キャンペ

ーンの場で周知徹底されています。

傘下各社はこの方針を確実に適用す

るのみならず、自社のビジネス展開

に係わる諸措置によって内容を補完

しています。さらに、ブイググルー

プは国連の世界人権宣言とILO（国

際労働機関）の中核条約に従ってい

ます。憲章の形にまとめた「責任あ

る購入」方針を通じて、環境を大事

にし倫理原則に沿って提供される財

やサービス奨励し、サプライヤーや

下請先とのバランスの取れた関係を

発展させているのです。

労働関係と労働条件  

ブイグは労使間の建設的な対話を進

めるように尽力し、スタッフの生活

バランスを大事にして、責任ある倫

理行動を奨導しています。また、職

場の健康管理と安全面でも優れた成

果を挙げるようにしています。特に

安全面に関しては、建設、不動産、

道路関連の各社が工事現場等のリス

クを考慮して厳格な災害予防策を実

施することにより、業界平均をかな

り上回る好結果を出しています。

一方、ブイグでは2011年度も相当

数の新規雇用を行い、ダイナミック

な報酬給与システム、従業員貯蓄ス

キーム、内部昇進制度、及び人材流

動性を重視する方針を堅持しました 

（P.4を参照）。

自らの社風を貫くブイグは責任感、

教育、知識共有に重きを置いている

だけでなく、スタッフの一人一人が

出身、年齢、性別、障害の有無など

「人材多様性」は

ブイググループの

人事方針の要にな

っており、傘下各

社レベルでも男女

平 等 、 高 齢 者 雇

用、障害者受入れ

などを促進するた

めに数多くの措置

が 取 ら れ て い ま

す。

と り わ け 身 体 障

害 者 受 入 れ は 優

先 的 テ ー マ で あ

り、Agefiph（*）協

定等の調印、意識

向上運動、教育活

動、現場対応員の

任命などが適宜に

実 施 さ れ て い ま

す。当該人事方針

には障害者が働く

「保護・適応セク

ター」との取引増

進が含まれ、関連

各機関との提携に

よってこれを推進

するケースが少な

くありません。

人材多様性に対す

る取り組みは3年

前から目に見える

成果を生んでいま

す。例えばテー・

エフ・アンとブイ

グ・テレコムは、

差 別 防 止 、 平 等

待遇、多様性促進

の 模 範 例 を 認 定

するAfnorのLabel 

Diversité（人材多

様性認証）を取得

し て い ま す 。 テ

ー・エフ・アンは

メディアとして初

めてこの栄誉ある

認証を手にしたの

です。

テー・エフ・アン

とブイグ・テレコ

ムの両社とも、機

会均等と人材多様

性に向けた最善策

をこれからも追求

し 続 け て い き ま

す。

（*）�障 害 者 の 就 職 を 支 援 す る
基金

人材多様性
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ブイグ・コンストラクション 
電気課担当のSophie Galy

社会的責任と環境責任



コラスでは危険な廃棄物を除去又は

有用物化したり、道路工事で使用済

みの資材を再利用したりしていま

す。テー・エフ・アンでは、テレビ

番組で環境保護のテーマを取り上げ

視聴者の意識向上を図っています。

ブイグ・テレコムでは、使われなく

なったモバイル機器のリサイクルサ

ービスをスタートさせています。

なお、ブイグ・コンストラクション

のインフラ設備プロジェクトやコラ

スの採石場管理などでは、特に生物

多様化を守るアクションに力を入れ

ています。 

イノベーション

ブイグは傘下各社の優れた研究機

関に期待していますが、これを補

完する形で、e-labというグループ

全体のための専門機関が教育活動と

戦略的モリタリングを手掛けていま

す。e-labはイノベーションを推し

進め、テクノロジー変異の分析を行

うほか、コストを削減して環境に一

層配慮できるように各種のプロトタ

イプや新ツールを作っています。

呼ばれる証票を各工事現場に掲げ

ています。ブイグ・イモビリエで

は、持続可能な建物や都市計画の

分野で革新的なソリューションを

展開しています。

ブイググループは

気候変動の問題に

心を配り、「エネ

ル ギ ー ・ 炭 素 戦

略」をCSR（企業

の社会的責任）の

優先的テーマに掲

げています。

温室効果ガスの排

出を総合的に整理

する初めての試み

を2011年に行いま

した。グループ全

体のエネルギー依

存とCO 2排出を減

少させるため、燃

料油消費や電力消

費の最適化を含め

た 数 多 く の 施 策

を取っているので

す。

ブイグでは顧客に

対して低炭素の製

品やサービスを勧

めています。パッ

シブハウス、プラ

スエネルギーハウ

ス、及び低エネル

ギーハウス（仏略

称BBC）認証付き

建 物 の 施 工 と 改

修、あるいはエネ

ルギーパフォーマ

ンス契約（仏略称

CPE）の締結など

は そ の 具 体 例 で

す。

また、Iso 50001の

ような最新標準に

合わせるように努

めており、実際、

ブイグ・テレコム

のカスタマーセン

ターと「データセ

ンター」は、エネ

ルギー管理システ

ムの構築のために

Iso 50001を取得し

ました。 

エネルギーと炭素戦略

にかかわらず公平に扱われ、均等に

機会が与えられることを、各種のア

クション計画の具体的な優先課題と

しています。

環境への配慮

ブイグでは環境に配慮する様々なア

クションを取っています。その中に

は、自然資源やエネルギー資源の消

費を抑え、廃棄物やCO2排出を減ら

し、公衆衛生を害する毒物排出を

測定かつ抑制し、さらには生物多

様性を守ることなどが含まれます。

具体的に言えば、グループ全体で

年間2万以上の電子情報機器をリサ

イクルさせていますし、ブイグ・

コンストラクションでは、しかる

べき環境管理を証明するEcositeと
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コラスの研究所で開発された
Colgripは土壌定着性を高めている



地域の発展とメセナ

地域社会との交流は、地域と共に

歩む姿勢を示し、現地の持ち味を

有効活用することによって育まれ

ます。そこには、例えば従業員の現

地雇用なども含まれます。この点、

ブイグ・コンストラクションやコラ

スは進出相手国の経済や社会に溶け

込み、現地の諸団体や教育機関と密

接な関係を築いています。

ブイググループの社会貢献活動は、

親会社と主要な傘下会社が、5つの

企業財団や現地窓口を通じて実行

する形になっています。親会社の

メセナ方針としては医療研究、教

育、及び文化の3領域をカバーして

おり、後見対象の若者に奨学金を

授与している「フランシス・ブイ

グ企業財団」は教育メセナの実例

の一つです。
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エコ・コンセプシ

ョンの考え方を取

り入れているブイ

グにとって、「持

続可能な建設」は

事業展開の枢軸に

なっています。ブ

イグのR&D部とイ

ノベーション部で

は、快適な建物機

能の分野を中心に

固有のノウハウを

培ってきました。

先ずブイグ・コン

ス ト ラ ク シ ョ ン

は、フランス内外

の基準や認証に依

拠しながら新たな

ソリューションを

発 展 さ せ て い ま

す。同社は、建物

の新築と改修に際

して目安となるエ

ネルギーパフォー

マンス管理ツール

を開発しました。

ブイグ・コンスト

ラ ク シ ョ ン 本 社

Challenger（チャ

レンジャー）の改

修のみならず、傘

下 企 業 の E T D Eや

Norpacなどの本社

の建設・管理も、

このツールを活用

した典型例になっ

ています。

次に、ブイグ・イ

モビリエは公的規

制に一歩先んじる

形で、最先端の環

境保護システムを

備えた大型建築物

件を構想していま

す。同社は近年、

使うエネルギーよ

りも生み出すエネ

ルギーのほうが多

い、いわゆるプラ

スエネルギー型の

新 世 代 オ フ ィ ス

商業ビル（Green 

Office®）を初めて

ム ー ド ン 市 で 開

発しました。目下

は、Green Office®

に 続 く も の と し

て、「持続可能な

街」作りを目指す

UrbanEra®を打ち出

しています。

さ ら に コ ラ ス で

は、少ないエネル

ギーで生産できる

道路舗装材を製造

販売する一方で、

石油成分の代わり

に植物性原料を使

った製品シリーズ

を完成させていま

す。

持続可能な建設

UrbanEra®アプローチの成果であるリヨン市の 
Hikari（ヒカリ）プロジェクトは、エネルギー 
消費の50～60％節約を可能にする



社会的責任2011年度実績表

達成目標 関連指標 単位
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> 環境保護と生活環境改善に資する建設物の企
画、施工、及び活用する。

受注処理高に占める環境認証建築物のウェート % 53 55
> 環境認証アプローチが進展し、内部査定の強化を補完

する形で、工事案件の炭素収支評価も普及した。 

> エネルギー消費の測定とフォロー、エネルギーパ
フォーマンス契約、プラスエネルギーハウス、 
エコタウンなどを推進していく。 

Ecosite（a）認証を受けた現場のウェート % 68 76
> 現場の「エコロジカル・フットプリント」の減少を狙

ったEcosite（a）認証が広がった。
> Ecositeを引き続き展開し、生物多様性を大事に

するアクション計画を打ち出していく。

> 仕入先と下請先にも、CSRへの取り組みに関与
してもらう。

仕入先と下請先に対するCSR憲章を導入した傘下企
業の売上ウェート

% 87 82
> QSEと人権を尊重する運動に仕入先と下請先を参画さ

せた（CSR評価やバイヤー研修も実施）。 
> 環境保全団体WWFとの提携の一環として、林産

物の「責任ある購入」方針を適用していく。

> 職場の健康管理と安全面で指導的役割を 
果たす。

現場の労働災害度数率（b） (c) 7.42 6.13 > 現場保安、交通安全、及び薬物中毒防止を含めた安全
向上キャンペーを傘下企業全体で推進した。

> 臨時労働者に対する災害防止措置を強化するた
め、Bouygues Entreprises France-Europeが、臨時労
働に依存している主要3社と合意文書を交わした。

> 働きやすい職場環境を確保し、全体的観点で現場
を整備する作業を強化していく。

> 薬物中毒防止キャンペーンを複数の職場に広げて
いく。現場の労働災害強度率（b） (d) 0.34 0.25

> 男女平等を促進させる。 管理職全体に占める女性の割合 % 21（e） 21（e）
> 2010年度に行った調査を受けて、「女性の場所と成長

進化」に関するアクション計画、及び「女性的なサク
セス」と題した管理職研修を実施した。 

> 「仕事の女性化」と「女性の成長進化」に関する
アクション計画を実施していく。 

> 「機会均等」についての研修を進めていく。

> 成長牽引力としてグリーンビルを促進する。

環境認証等を受けた物件（H&E、HQE®、BBC-
effinergie®（f））の売上ウェート

% 89 94
> 2010年7月以降、全ての住宅物件にBBC-effinergie®認

証を付けた。
> 全てのオフィスビルにBBC-effinergie®認証を付

けるようにする。

事業化したBBC-effinergie®住宅数 戸 6,000 11,150
> 2011年度は、BBC-effinergie®住宅の販売戸数が前年度

比86％増加した。 
> 該当する2物件の引渡しにより、プラスエネルギ

ーハウスのモデルを確立していく。

工事進行中又は年度内に引き渡したプラスエネルギ
ー型オフィスの面積

m2 23,000 23,000
> Breeam から“エクセレント”証明を取得し、ムー 

ドンGreen Office®第1号の引渡しを完了させた。 

> Green Office®の開発を進めていく（目下、イ
ル・ド・フランスで2つのプロジェクトが進行
中）。

> イノベーションと持続可能な発展を踏まえたマ
ネジメントを強化する（組織面と実践面）。

炭素収支評価（Bilan Carbone® ）を行った不動産
開発件数

件 149 210

> ブイグ・イモビリエの事業活動において初めて完全な
炭素収支評価を行った。

> 住宅開発で使う炭素収支評価のためにシステム化ツー
ルを開発した。

> オフィス商業ビルの炭素収支評価を進め、温室効
果ガスの排出削減計画第1号を作成していく。

出張を減らすために行ったテレビ会議の量 時間 6,700 7,195
> テレビ会議の利用数が前年度比7％増加し、飛行機や電

車を使った出張が同21％減少した（従業員１人当たり
平均キロ数）。

> テレビ会議や移動労働ツールを活用したテレワー
ク（遠隔勤務）を進めていく。

> 男女平等を促進させる 。 管理職全体に占める女性の割合 % 34.7 36.5
> 管理スタッフ総数が増加する中で、女性管理職の割合

は過去3年間に10％上昇した。
> 男女平等に向けた取り組みを続けていく。

> 地域住民との対話を行い、資材生産現場に対す
る理解を得る。

住民との対話を活かした資材生産の売上ウェート 
（データは国内外全体）

% 46 44
> 2011年度に適用範囲を変更した。 

> 砂利・採石場を中心とする全ての現場で住民対話を取
り入れた。

> この売上ウェートを50％の大台に載せるようにす
る。 

> 進出先のほとんどの国で、温室効果ガス削減に
役立つ代替方式を提案する。

顧客に提案した代替方式による温室効果ガス削減量 
トン

 CO2換算
75,000 180,000 > 開発済みÉcologicieL®（g）が、全社供用のエコ・コン

パレーターSeve®（h）に統合された結果、2011年度は
使用ツールの混乱がなくなった。

> フランスでは道路関係はSeve®、 
配管関係はÉco-Canaの利用を強化していく。

> 国外ではSeve®多言語対応版 を、少なくとも管
轄区域ごとに配置していく。顧客が受け入れた温室効果ガス削減量

トン
 CO2換算

21,000 29,000

BBC（仏略語）＝「低エネルギーハウス」　H&E＝「住居と環境」　HQE®（仏略語）＝「高環境品質」　QSE＝「品質・安全・環境」 
CSR＝「企業の社会的責任」　
（a）現場の「エコロジカル・フットプリント」を減らすための社内的な環境認証　（b）この指標値は公表後に関係当局の承認により事後修正されうる



社会的責任2011年度実績表

2012年度目当て2010年 2011年 実績解説
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>	環境保護と生活環境改善に資する建設物の企
画、施工、及び活用する。

受注処理高に占める環境認証建築物のウェート % 53 55
>	環境認証アプローチが進展し、内部査定の強化を補完

する形で、工事案件の炭素収支評価も普及した。 

>	エネルギー消費の測定とフォロー、エネルギーパ
フォーマンス契約、プラスエネルギーハウス、 
エコタウンなどを推進していく。 

Ecosite（a）認証を受けた現場のウェート % 68 76
>	現場の「エコロジカル・フットプリント」の減少を狙

ったEcosite（a）認証が広がった。
>	Ecositeを引き続き展開し、生物多様性を大事に

するアクション計画を打ち出していく。

>	仕入先と下請先にも、CSRへの取り組みに関与
してもらう。

仕入先と下請先に対するCSR憲章を導入した傘下企
業の売上ウェート

% 87 82
>	QSEと人権を尊重する運動に仕入先と下請先を参画さ

せた（CSR評価やバイヤー研修も実施）。 
>	環境保全団体WWFとの提携の一環として、林産

物の「責任ある購入」方針を適用していく。

>	職場の健康管理と安全面で指導的役割を 
果たす。

現場の労働災害度数率（b） (c) 7.42 6.13 >	現場保安、交通安全、及び薬物中毒防止を含めた安全
向上キャンペーを傘下企業全体で推進した。

>	臨時労働者に対する災害防止措置を強化するた
め、Bouygues Entreprises France-Europeが、臨時労
働に依存している主要3社と合意文書を交わした。

>	働きやすい職場環境を確保し、全体的観点で現場
を整備する作業を強化していく。

>	薬物中毒防止キャンペーンを複数の職場に広げて
いく。現場の労働災害強度率（b） (d) 0.34 0.25

>	男女平等を促進させる。 管理職全体に占める女性の割合 % 21（e） 21（e）
>	2010年度に行った調査を受けて、「女性の場所と成長

進化」に関するアクション計画、及び「女性的なサク
セス」と題した管理職研修を実施した。 

>	「仕事の女性化」と「女性の成長進化」に関する
アクション計画を実施していく。 

>	「機会均等」についての研修を進めていく。

>	成長牽引力としてグリーンビルを促進する。

環境認証等を受けた物件（H&E、HQE®、BBC-
effinergie®（f））の売上ウェート

% 89 94
>	2010年7月以降、全ての住宅物件にBBC-effinergie®認

証を付けた。
>	全てのオフィスビルにBBC-effinergie®認証を付

けるようにする。

事業化したBBC-effinergie®住宅数 戸 6,000 11,150
>	2011年度は、BBC-effinergie®住宅の販売戸数が前年度

比86％増加した。 
>	該当する2物件の引渡しにより、プラスエネルギ

ーハウスのモデルを確立していく。

工事進行中又は年度内に引き渡したプラスエネルギ
ー型オフィスの面積

m2 23,000 23,000
>	Breeam から“エクセレント”証明を取得し、ムー 

ドンGreen Office®第1号の引渡しを完了させた。 

>	Green Office®の開発を進めていく（目下、イ
ル・ド・フランスで2つのプロジェクトが進行
中）。

>	イノベーションと持続可能な発展を踏まえたマ
ネジメントを強化する（組織面と実践面）。

炭素収支評価（Bilan Carbone® ）を行った不動産
開発件数

件 149 210

>	ブイグ・イモビリエの事業活動において初めて完全な
炭素収支評価を行った。

>	住宅開発で使う炭素収支評価のためにシステム化ツー
ルを開発した。

>	オフィス商業ビルの炭素収支評価を進め、温室効
果ガスの排出削減計画第1号を作成していく。

出張を減らすために行ったテレビ会議の量 時間 6,700 7,195
>	テレビ会議の利用数が前年度比7％増加し、飛行機や電

車を使った出張が同21％減少した（従業員１人当たり
平均キロ数）。

>	テレビ会議や移動労働ツールを活用したテレワー
ク（遠隔勤務）を進めていく。

>	男女平等を促進させる 。 管理職全体に占める女性の割合 % 34.7 36.5
>	管理スタッフ総数が増加する中で、女性管理職の割合

は過去3年間に10％上昇した。
>	男女平等に向けた取り組みを続けていく。

>	地域住民との対話を行い、資材生産現場に対す
る理解を得る。

住民との対話を活かした資材生産の売上ウェート 
（データは国内外全体）

% 46 44
>	2011年度に適用範囲を変更した。 

>	砂利・採石場を中心とする全ての現場で住民対話を取
り入れた。

>	この売上ウェートを50％の大台に載せるようにす
る。 

>	進出先のほとんどの国で、温室効果ガス削減に
役立つ代替方式を提案する。

顧客に提案した代替方式による温室効果ガス削減量 
トン

 CO2換算
75,000 180,000 >	開発済みÉcologicieL®（g）が、全社供用のエコ・コン

パレーターSeve®（h）に統合された結果、2011年度は
使用ツールの混乱がなくなった。

>	フランスでは道路関係はSeve®、 
配管関係はÉco-Canaの利用を強化していく。

>	国外ではSeve®多言語対応版 を、少なくとも管
轄区域ごとに配置していく。顧客が受け入れた温室効果ガス削減量

トン
 CO2換算

21,000 29,000

（c）度数率＝災害件数 x 1,000,000÷延労働時間数　　（d）強度率＝損失日数 x 1,000÷延労働時間数　（e）データはフランス国内　 
（f）一次エネルギーの年間平均消費量を50kWh/m2以下に抑えた新築住宅はこれに該当  　（g）エコ・コンパレータソフト　　
（h）工事の入札に際して、環境配慮型の代替方式をしかるべく評価できる道路関連専用ソフト
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> 資材の節約と温室効果ガスの抑制のために、道
路舗装材のリサイクル利用を促進する。

コラスの舗装材生産に占めるリサイクル品の割合 
（データは国内外全体）

% 10 12
> リサイクル品のウェートが急増し、この方面の先端国

に追い付いてきた。 

> 先端国との差を引き続き縮小させ、2015年まで
には、コラスの舗装材生産に占めるリサイクル品
の割合を15％前後に持っていく。

> エネルギーを節約し、有煙ガス排出を節減すた
めに、「中温」（3E®、EcoMat他）の舗装材と
アスファルトの使用を促進する。

コラスの舗装材生産全体に占める「中温」製品の 
割合（データは国内外全体）

% 6 12
> 「中温」製品は特にアメリカで普及し、他国において

もかなり伸びた。

> 「中温」品の割合をさらに大きく伸ばし、北米や
ヨーロッパの複数の生産拠点では100％を達成さ
せていく。

> スタッフに対して救急救助研修を行う。
労働救急救助員の資格を持つスタッフの割合（デー
タは国内外全体）

% 31 32
> この方面ではある程度の成熟段階に達した。

> 2011年度は、労働救急救助員の資格取得者数が 
1万9950人になった（当年度の目標達成）。

> 特に現場管理職の意識向上を図ることによ
り、2015年までには35％に持っていく。

> 倫理原則をきちんと適用させ、規則上の枠組み
作りに参加する。

番組の制作・放送に対するCSAの注意・催告件数
（2010年度結果）

件 1 未発表（*）

> CSAとの意見交換を絶やさず、「ネットゲーム・くじ
憲章」に調印し、目の不自由な人のための「音声描
写」に関する付則を設け、多様な表現描写について新
たなコミットメントを行った。 

> 広告メッセージに関しては、TF1グループが編成
責任を持つ全インターネットサイトに対して、テ
レビ局と同一の義務を適用していく。

> 視聴者その他のステークホールダーとの対話を
進める。

「視聴者対応」サービスを通じた交流相手数 人 231,000 143,954 > メール等の交換を減らし、ツイッター上のやり取りを
増やした。 

> 視聴者との交流を密にし、良好な信頼関係を維持
していく。ツイッター登録者数 人 - 650,000

> 一部に偏らない多様な番組作りと表現描写を心
掛け、かつ誰もが番組を視聴できるようにす
る。

字幕を付けたTF1テレビ番組の割合 % 95 100
> 全てのTF1テレビ番組に字幕を付け、字幕クオリティ

ー憲章にも調印した。 

>  字幕だけでなく、目の不自由な人のための「音声
描写」も拡大させ、関連諸団体と対話を進めてい
く。 

> 「責任ある購入」を含め、ブイグの企業哲学と
してのCSR方針を周知徹底させる。

CSR方針に基づいて監査した仕入先の数 社 89 148
> 評価査定を踏まえて仕入先との意見交換を増やした一

方、多様性重視に関して仕入先からコミットメントを
得た。

> 経済・財政・産業省が所管する「優れた購入実践
憲章」に調印する。

> 社内の人材多様性を促進する。

人材多様性に関する研修を受けた従業員数 人 404 464
> 番組製作担当スタッフと管理職を対象に、人材多様性

に関する研修を実施した。

> 第2回「人材多様性年次報告書」を作成する。

> 350人のスタッフ研修を行う。

TF1企業財団が受け入れた問題地区出身学生の数 人 10 12
> TF1企業財団が受け入れた青年2名を正社員として採用

した。
> TF1企業財団の2010年期生の少なくとも2人以上

を新規採用していく。

> 良質なサービス提供のコミットメントを出し、
携帯端末やBboxを使用する顧客を支援する。

モバイル・固定・インターネットの顧客関係クオ
リティーのランキング（TNS Sofres-BearingPoint
による） 

位 1（a） 1（b）
> 特に顧客対応面で高評価されている良質なサービス

を、モバイル分野で維持するとともに、インターネッ
トと固定の分野にも拡大した。

> 顧客の声を聞く仕組み（チャンネルとプロセス）
を一層整え、全スタッフの士気を鼓舞して、良質
なサービスを徹底させていく。

> 自社と顧客のエコロジカル・フットプリントを
共に減らす。

オフィス、通信施設、及び「データセンター」にお
けるエネルギー消費の対前年比率

% （+）4 （+）4
> 全ての技術施設でエネルギー消費削減計画を進めた。

> 2つの施設でIso 50001を取得した。

> 全ての施設でIso 50001タイプの管理システムを
設置し、パリにある2つの主要施設のために 
Iso 50001を取得していく。

一般客とビジネスユーザーから回収した使用済み携
帯端末の数

ユニット 19,857 94,600
> 全てのブイグ・テレコム・クラブ店で新たな下取り制

度を設けて、携帯回収サービスを促進させた。

> 引き続きリサイクルを進めていく。

> 中古携帯端末の販売を拡大させる。

> 機会均等と人材多様性を奨励する。 

人材多様性認証 適用なし 適用なし 取得

> 「機会均等と人材多様性」部を創設した。 

> 人材多様性を奨励するために、「eラーニング」の形で
管理職研修を行った。

> 人材多様性認証の監査に合格するようにする。

> 第3の中高年雇用協定の交渉を進める。 

> 問題地区出身の若者を対象としたアクション計画
をスタートさせる。

管理職全体に占める女性の割合 % 33 34
> 「女性とマネジメント」プランを展開した（女性ネッ

トワークの設置や、男女共同参画のメンタリング研修
を含む）。

> 職業上の平等協定付則について交渉を進める。

社会的責任2011年度実績表

CSA（仏略語）＝「視聴覚最高評議会」　 QSE＝「品質・安全・環境」　 CSR＝「企業の社会的責任」　

達成目標 関連指標 単位
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>	資材の節約と温室効果ガスの抑制のために、道
路舗装材のリサイクル利用を促進する。

コラスの舗装材生産に占めるリサイクル品の割合 
（データは国内外全体）

% 10 12
>	リサイクル品のウェートが急増し、この方面の先端国

に追い付いてきた。 

>	先端国との差を引き続き縮小させ、2015年まで
には、コラスの舗装材生産に占めるリサイクル品
の割合を15％前後に持っていく。

>	エネルギーを節約し、有煙ガス排出を節減すた
めに、「中温」（3E®、EcoMat他）の舗装材と
アスファルトの使用を促進する。

コラスの舗装材生産全体に占める「中温」製品の 
割合（データは国内外全体）

% 6 12
>	「中温」製品は特にアメリカで普及し、他国において

もかなり伸びた。

>	「中温」品の割合をさらに大きく伸ばし、北米や
ヨーロッパの複数の生産拠点では100％を達成さ
せていく。

>	スタッフに対して救急救助研修を行う。
労働救急救助員の資格を持つスタッフの割合（デー
タは国内外全体）

% 31 32
>	この方面ではある程度の成熟段階に達した。

>	2011年度は、労働救急救助員の資格取得者数が 
1万9950人になった（当年度の目標達成）。

>	特に現場管理職の意識向上を図ることによ
り、2015年までには35％に持っていく。

>	倫理原則をきちんと適用させ、規則上の枠組み
作りに参加する。

番組の制作・放送に対するCSAの注意・催告件数
（2010年度結果）

件 1 未発表（*）

>	CSAとの意見交換を絶やさず、「ネットゲーム・くじ
憲章」に調印し、目の不自由な人のための「音声描
写」に関する付則を設け、多様な表現描写について新
たなコミットメントを行った。 

>	広告メッセージに関しては、TF1グループが編成
責任を持つ全インターネットサイトに対して、テ
レビ局と同一の義務を適用していく。

>	視聴者その他のステークホールダーとの対話を
進める。

「視聴者対応」サービスを通じた交流相手数 人 231,000 143,954 >	メール等の交換を減らし、ツイッター上のやり取りを
増やした。 

>	視聴者との交流を密にし、良好な信頼関係を維持
していく。ツイッター登録者数 人 - 650,000

>	一部に偏らない多様な番組作りと表現描写を心
掛け、かつ誰もが番組を視聴できるようにす
る。

字幕を付けたTF1テレビ番組の割合 % 95 100
>	全てのTF1テレビ番組に字幕を付け、字幕クオリティ

ー憲章にも調印した。 

>		字幕だけでなく、目の不自由な人のための「音声
描写」も拡大させ、関連諸団体と対話を進めてい
く。 

>	「責任ある購入」を含め、ブイグの企業哲学と
してのCSR方針を周知徹底させる。

CSR方針に基づいて監査した仕入先の数 社 89 148
>	評価査定を踏まえて仕入先との意見交換を増やした一

方、多様性重視に関して仕入先からコミットメントを
得た。

>	経済・財政・産業省が所管する「優れた購入実践
憲章」に調印する。

>	社内の人材多様性を促進する。

人材多様性に関する研修を受けた従業員数 人 404 464
>	番組製作担当スタッフと管理職を対象に、人材多様性

に関する研修を実施した。

>	第2回「人材多様性年次報告書」を作成する。

>	350人のスタッフ研修を行う。

TF1企業財団が受け入れた問題地区出身学生の数 人 10 12
>	TF1企業財団が受け入れた青年2名を正社員として採用

した。
>	TF1企業財団の2010年期生の少なくとも2人以上

を新規採用していく。

>	良質なサービス提供のコミットメントを出し、
携帯端末やBboxを使用する顧客を支援する。

モバイル・固定・インターネットの顧客関係クオ
リティーのランキング（TNS Sofres-BearingPoint
による） 

位 1（a） 1（b）
>	特に顧客対応面で高評価されている良質なサービス

を、モバイル分野で維持するとともに、インターネッ
トと固定の分野にも拡大した。

>	顧客の声を聞く仕組み（チャンネルとプロセス）
を一層整え、全スタッフの士気を鼓舞して、良質
なサービスを徹底させていく。

>	自社と顧客のエコロジカル・フットプリントを
共に減らす。

オフィス、通信施設、及び「データセンター」にお
けるエネルギー消費の対前年比率

% （+）4 （+）4
>	全ての技術施設でエネルギー消費削減計画を進めた。

>	2つの施設でIso 50001を取得した。

>	全ての施設でIso 50001タイプの管理システムを
設置し、パリにある2つの主要施設のために 
Iso 50001を取得していく。

一般客とビジネスユーザーから回収した使用済み携
帯端末の数

ユニット 19,857 94,600
>	全てのブイグ・テレコム・クラブ店で新たな下取り制

度を設けて、携帯回収サービスを促進させた。

>	引き続きリサイクルを進めていく。

>	中古携帯端末の販売を拡大させる。

>	機会均等と人材多様性を奨励する。 

人材多様性認証 適用なし 適用なし 取得

>	「機会均等と人材多様性」部を創設した。 

>	人材多様性を奨励するために、「eラーニング」の形で
管理職研修を行った。

>	人材多様性認証の監査に合格するようにする。

>	第3の中高年雇用協定の交渉を進める。 

>	問題地区出身の若者を対象としたアクション計画
をスタートさせる。

管理職全体に占める女性の割合 % 33 34
>	「女性とマネジメント」プランを展開した（女性ネッ

トワークの設置や、男女共同参画のメンタリング研修
を含む）。

>	職業上の平等協定付則について交渉を進める。

社会的責任2011年度実績表

（a）モバイルで4年連続　（b）モバイルで5年連続、固定・インターネットで初　 
（*）CSAの評価報告書は2012年9月に発表される（TF1のホームページでも閲覧可能）

2012年度目当て2010年 2011年 実績解説
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2011年度売上高

98億200万ユーロ
（6％増）

調整前営業利益率

3.6%
（0.2ポイント増）

連結当期利益

2億2600万ユーロ
（12％増）

受注残高

153億ユーロ
（8％増）

従業員数

5万2018人

素晴らしい受注実績

2011年度の受注処理高は2007年度

の記録的水準に迫る109億ユーロ

でした。

その内訳としては、まずフランス

国内ではPPP（官民パートナーシッ

プ）方式の大型案件などに牽引さ

れて68億ユーロになりました。次に

国外では、不況の影響が少ない国々 

（スイスやシンガポールなど）での

躍進などが奏功して41億ユーロを計

上しました。なお、英国Leadbitter
社の買収も好材料になりました。 

堅固な営業成績 

当年度の売上高は前年度比6％増の

98億200万ユーロとなりました。

分野別内訳としては建設・土木関

連が84％、エネルギー・サービス

ブイグ・コンストラクションは建築、土木、エネルギー、サー

ビスの各分野における世界的企業であり、プロジェクトの資金

調達、企画、施工、開発、及びメンテナンスまで含めた幅広い

ノウハウを誇っています。

関連が16％で、地域別内訳として

は国内55％、国外45％でした。な

お、国内売上高は前年度比5％増、

海外売上高は同8％増と堅調な展開

を示しました。

調 整 前 営 業 利 益 は 3 億 5 3 0 0 万 

ユーロに伸びて同営業利益率は3.6
％を記録し、純利益率は2.3％とな

りました。さらに、29億ユーロの

正味現金を保有するなど財務体質

も健全です。

過去最高の受注残高

2011年末における受注残高は、前

年末比8％増の153億ユーロに達し

ました（うち49％が国外）。この

結果、2012年度の目標売上高（100
億ユーロ）の78％相当の仕事が既

に確保されています。しかも、「中

基本データ

総合建設業の大手

2012年度目標売上高 

100億ユーロ
（2％ 増）

将来のフランス国防省庁舎
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期」及び「長期」にわたる案件の

ウェートが大きく伸びているおかげ

で、将来の見通しが立てやすくなっ

ています。

ブイグ・コンストラクションは、固

有のバリューチェーン（価値連鎖）

に基づくノウハウ、成長著しい地域

を中心とする強力な国際プレゼン

ス、及び「持続可能な建設」の専門

能力などを切札にして将来のビジネ

スチャンスを逃さないよう

にしています。

è	大型受注案件
• 国防省の新庁舎（11億ユーロ） 
• �パリの公共照明（1億1700万 

ユーロ）
• �シンガポールの高層マンション

「Blossom Residence」 
（9300万ユーロ）

è	進行中の工事  
• マイアミ港トンネル 
• オルレアンの病院

è	引渡済み物件  
• パリの高層ビル「First」  
• �フィンランドのEPR（欧州加圧

水型炉）原子力発電所

è	持続可能な発展  
• �受注全体に占める環境認証建築

物のウェートが55％ 
（2010年度は53％）

ハイライト

建設技術コース実習生 
Jordan Baray

正味現金
（単位10億ユーロ）

受注残高の地域別比率

売上高
（単位10億ユーロ）

調整前営業利益
（単位100万ユーロ）

受注残高
（単位10億ユーロ）

連結当期利益
（単位100万ユーロ）

アフリカ
6%

米州地域
5%

アジア・
中東

17%

国外ヨーロッパ
21%

フランス国内 
51%

20112010 2012
（目標値）

10.09.89.2

5.35.1

4.54.1

国内
国外

20112010

353
315

3.4% 3.6%

20112010

2.9 2.9

20112010

226
201

20112010

15.3
14.2

7.87.1

5.1

2.4

5.3

1.8

調整前営業利益率（％）

5年以上分
2－5年分
1年未満分
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2011年度売上高

24億6500万ユーロ
（2％増）

調整前営業利益率

8.2%
（0.2ポイント減）

連結当期利益

1億2000万ユーロ
（11％増）

従業員数

1583人

住宅関連

2011年度は国内住宅業界がかなり落

ち込んだにもかかわらず、ブイグ・

イモビリエは1万4723戸（国内1万

4314戸）の住宅予約販売高を記録し

て、先導企業としての地位を一層強

固にしました。

ブイグ・イモビリエでは「低中価格

帯」の新築住宅に注力しており、特

にANRU（都市再生整備機構）が扱

う地域のニーズに合った物件（5.5％ 

の低率付加価値税適用）を開発し

ています。

このように、新規の住宅取得者層を

取り込む戦略を採る一方で、公共賃

貸住宅の運営機関との提携関係も強

めています。

ブイグ・イモビリエは、フランス国内35支店と国外ヨーロッパ

4拠点のネットワークを活かして、住宅、オフィスビル、及び大

型ショッピングセンター等の開発プロジェクトを推進していま

す。2011年度もフランス国内の住宅業界におけるリーダーの地

位を強化しました。

商業関連

オフィス商業ビル市場も今一つ冴え

ませんでしたが、ブイグ・イモビ

リエは7億8100万ユーロものオフィ

スビル予約販売高を実現しました。

当社のビジネス戦略は次の3つを軸

にして構築されています。

•  タ ー ン キ ー 方 式 の 請 負 受 注

（ClarinsとSchneider Electricグ

ループの本社ビルなど）。

•  エネルギー効率が極めて優れた

ビルの開発（プラスエネルギー国

際基準適合の初のオフィスビル

Green Office®など）。ムードン

市Green Office®が2011年に竣工

し（オーナーのScor社からSteria
社に賃貸）、現在はパリ近郊のシ

基本データ

不動産開発の
国内リーダー

2011年9月ムードン市 
Green Office®が竣工 

（1） 既存ビルについて、熱効率の診断を行ったうえで、ビルの建築特性を尊重しながらあらゆる再利用可能性を探
る総合的アプローチ。

2012年度目標売上高 

24億5000万ユーロ
（横ばい）
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ャトネ＝マラブリーとリュエイユ

＝マルメゾンで2つのニューGreen 
Office®を推進中。

•	Rehagreen®（1）によるオフィス

商業ビルの再開発。

イノベーション

「持続可能な」大型建築物のノウハ

ウを誇るブイグ・イモビリエは、地

方自治体の「持続可能な街」作りに

貢献するUrbanEra®プロジェクトを

2011年度に打ち出しました。

また、ストラスブールの欧州

議会に程近いヴァッケン

地区、及びパリ近郊のイ

シ ー ＝ レ ＝ ム リ ノ ー で

IssyGrid®プロジェクトを

進める一方、リヨン市

においてプラスエネ

ルギーの混成拠点

となるHikari（ヒ

カリ）プロジェ

クトにも取り組

んでいます。

è	住宅関連  
• �1万4723の住宅予約販売戸数

を記録
	 • �全ての新規計画住宅にBBC-

effinergie®認証を付与
	 • �Anru対象地域で2500戸の住宅開発

（5.5％の低率付加価値税適用）

è	オフィスビル  
• �Green Office®に関する今後の販

売可能性を確認
	 • �初の民間CPE（＊）契約を締結
	 • �パリのFarmanビルを機関投資家

に売却
	 • �ワルシャワのOrange TPSA本社ビ

ルをQatar Holdingに売却

è	企業の社会的責任   
• �2011年4月8日の「Solid'R」リサ

イクル運動に1200人のスタッ
フを動員

（*）「エネルギー効率契約」を意味する仏略語

ハイライト

お客様係りの 
Catherine Gravier 

(イヴリーヌ県）

正味現金
（単位100万ユーロ）

予約販売高
（単位100万ユーロ）

売上高
（単位100万ユーロ）

調整前営業利益
（単位100万ユーロ）

住宅予約販売数

連結当期利益
（単位100万ユーロ）

20112010

2,4652,418

2012
（目標値）

2,450

471471

1,9941,947

オフィス商業ビル
住宅

8.4% 8.2%

20112010

201204

20112010

376

507

20112010

120
108

20112010

14,723
14,307

10,38110,713

4,3423,594

20112010

3,200

2,477

2,310

167

2,419

781

調整前営業利益率（％）

区画数
戸数

オフィス商業ビル
住宅
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2011年度売上高

124億1200万ユーロ
（6％増）

調整前営業利益率

3.8%
（0.7ポイント増）

連結当期利益

3億3600万ユーロ
（50％増）

受注残高

65億ユーロ
（5％増）

従業員数

6万2886人

2011年度のコラスは経済状況が振

るわない中で、前年度比6％増の売

上高を計上することができました。

特に中欧などで展開した適応努力が

功を奏して総合的な採算性が向上し

た結果、連結当期利益は同50％増と

躍進しました。

また、堅固な財務構成に加えて同5
％増の受注残高を確保していること

から、2012年度も幸先の良いスター

トを切っています。

フランス本国では道路、防水膜、

鉄道、信号、及び標識などが伸び

た一方で、パイプライン関連は落

ち込みました。

海外県ではレユニオン島で景況が回

復したものの、アンティル諸島で依

然として不振が続き、長く続いたマ

世界50ヶ国に進出しているコラスは、交通インフラの施設と保

守の世界的なリーダー企業として、関連する全ての事業を包括

的に扱っています。 

ヨット島のストライキも悪材料にな

りました。

北米では下期の躍進のおかげで、極

端な悪天候による前期の遅滞を取り

戻し、通年ベースでは良好な営業成

績を収めることができました。

ヨーロッパでは、緊縮政策によるイ

ギリスとアイルランドでの売上低下

を、ベルギーとスイスでの活況が

補って全体的に満足できる結果に

なりました。

とりわけ中欧では、売上高が下がっ

たにもかかわらず、大規模に展開し

た適応努力によって損失分を大幅に

縮小させました。

アフリカ、インド洋、及びマグレブ

地域では前年度に比べてやや弱含み

だったものの、アジア、オーストラ

リア地域では成長を見せました。

基本データ

道路施設の 
ワールドリーダー

ソンム県リクール地点における 
高速道路A29号線工事

2012年度目標売上高 

125億ユーロ
（1％増）
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資材生産

コラスは2011年度に1億100万ト

ンの骨材を生産した結果、25年分

の生産量に相当する27億トンの骨

材ストックを持つに至りました。

また、4700万トンの道路舗装材 

（ 「 中 温 」 製 品 12％ と 再 生 品 

12％）、及び世界最大となる160万

トンの乳剤と結合剤、及び56万トン

のアスファルトを生産しました。

一方、資源とエネルギ

ー節約、CO2

排出量削減、

安全と多様

性尊重とい

った持続可

能な発展に関

する努力目標も引

き続き追求しました。

è フランスの高速道路A63号線の営
業権と工事開始

è PPP（官民パートナーシップ） 
方式の国内道路施工（ヴィシー
迂回路、ル・プレシ＝ロバンソ
ン交通路） 

è その他大型契約（カナダの高速道
路、モーリシャスの空港、 
フランスのツール・ディジョン・
ブザンソンの路面電車道、 
モロッコのカサブランカの路面電
車道、ベネズエラのカラカスの 
地下鉄、マレーシアのクアラルン
プールの地下鉄、イギリスの鉄道
網のメンテナンス）

è モーリシャスのGamma Materials 
Ltdの50％株式取得

ハイライト

研究開発部エンジニアの
Alexandra Vajsman

キャッシュフロー
（単位100万ユーロ）

地域別売上比率

売上高
（単位10億ユーロ）

調整前営業利益
（単位100万ユーロ）

分野別売上比率

連結当期利益
（単位100万ユーロ）

20112010

12.4
11.7

2012
（目標値）

12.5

5.2
5.0

7.26.7

国内
国外

20112010

466

365

3.1% 3.8%

20112010

915
814

474

188

414
314

20112010

336

224

調整前営業利益率

グロスキャッシュフロー
正味事業投資
フリーキャッシュフロー（*）

（*）運転資金増減分は含まれない

その他
8%

国外ヨーロッパ
15%

北米
19%

フランス国内 
58%

特殊業務
22%

物品資材販売
16%

道路施工 
62%
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2011年度売上高

26億2000万ユーロ
（横ばい）

調整前営業利益率

10.8%
（2ポイント増）

連結当期利益

1億8300万ユーロ
（20％減）

従業員数

4122人

2011年度の経済情勢は安定せず業界

の競争も激しかった中で、テー・エ

フ・アンは26億2000万ユーロの売

上高を計上しました。テレビ広告

収入はCMの量が減ったために15億

400万ユーロにとどまりました。調

整前営業利益は前年度比23％増、

調整前営業利益率は同2ポイント増

の10.8％でした。さらに、テー・

エフ・アングループの連結当期利益

は1億8300万ユーロとなりました。

新たな事業実績

テー・エフ・アンは国内テレビ業界

の雄にふさわしく、2011年度は視

聴率ベスト100のうち99までを自社

の番組が占めました（過去最高を更

新）。また、4歳以上の視聴者シェア

テレビ業界をリードするテー・エフ・アンは、世の中に情報を

提供し人々を楽しませることを使命と考えています。近年は有

料テレビに進出するとともに、インターネット、映像等コンテ

ンツ権、プロダクション、及びランセンス事業への多角化を図

っています。

23.7％ （1）、50歳未満女性の視聴者

シェア26.7％（1） を獲得しました。

この点、TMC（第5位局）もそれぞ

れ3.5％と3.9％の視聴者シェアを記

録しました。他方、NT1は視聴者シ

ェアの急伸を示しました（それぞ

れ前年度比19％増と50％増）（1）。

テー・エフ・アンにとってTMCと

NT1の存在はコアビジネスでの足

場固めだけでなく、デジタル化の

時代の流れに乗ることにも貢献し

ています。

デジタル分野の成功

テー・エフ・アンはインターネッ

ト、モバイル、スマートテレビ、及

びタブレットを含めて、デジタル分

野におけるポジションを強化して、

基本データ

TF1で大々的に放映されたラグビーワールドカップ

（1）視聴者シェアに関する数値はMédiamétrie社のMédiamatの2011年度調査による　（2）iTunesのデータによる　
（3）データ出所はeStat Streaming TV 

仏民放テレビ界 
のトップグループ

2012年度目標売上高 

26億2000万ユーロ
（横ばい）
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総合ブランド名「MYTF1」のもとに

デジタルサービスを集約させていま

す。2011年度は、MYTF1アプリケ

ーションのダウンロード数200万回

以上（2）、見逃し番組の無料ビデオ

視聴数5億4700万回（3）を数え、テ

ー・エフ・アンは各媒体にまたがっ

て補完的無料サービスを提供できる

力を存分に発揮したのです。

その他の多角化に関しては、しっ

かりした成長力の持続を踏ま

え、2011年度にグループ

内の組織再編を行って合

理化を図りました。

いずれの場合も、テー・エ

フ・アンでは社会厚

生や人材多様性の促

進に積極的に取り

組み、これまでと

同様に企業市民と

して責任ある行

動を取るように

努めています。

è	視聴率ベスト100のうち99までを
自社の番組が独占（*）

è	フランス全放送局の中で2011年度
最高視聴率を記録

è	10月23日TF1放送のラグビーワー
ルドカップ「フランス対ニュージ
ーランド」の試合を1540万人（*）

が観戦

è	総合ブランド名「MYTF1」のもと
にデジタルサービスを集約

è	2011年にフランス映画
『Intouchables』が1700万人の観客
動員

è	AfnorのLabel Diversité（人材多様性
認証）に沿ったアクションを続行

（*）�Médiamétrie社のMédiamatによる 

2011年度調査

ハイライト

テレビ司会者の 
Denis Brogniart

放送番組関連費
（単位100万ユーロ）

見逃し番組の 
無料ビデオ月間視聴数

売上高
（単位100万ユーロ）

調整前営業利益
（単位100万ユーロ）

視聴者シェア（*）

4歳以上個人

連結当期利益
（単位100万ユーロ）

20112010 2012
（目標値）

2,6202,6202,622

20112010

283
230

8.8% 10.8%

20112010

228

183

20112010

906951
2478

20112010

29.129.4

23.724.5

3.5
1.9

3.3
1.6

20112010

38
46

調整前営業利益率（％）

（単位100万回）

（*）Médiamétrieによる

TF1 TMC NT1

例外的なスポーツイベント 
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2011年度売上高

57億4100万ユーロ
（2％増）

調整前営業利益率

9.8%
（2.5ポイント減）

連結当期利益

3億7000万ユーロ
（17％減）

従業員数

9870人

2011年度も当局の厳しい規制と激し

い競争が見られましたが、ブイグ・

テレコムは36万9000人のモバイル定

額料金プランユーザーと、43万3000
人の固定ブロードバンドユーザーを

新たに増やすことができました。

価額ベースの市場規模は概ね横ば

いであったにもかかわらず、売上

高は前年度比2％増の57億4100万

ユーロを計上しました。仮に、コ

ールターミネーション料金の低下

がなければ、売上高の伸び率は8％

になっていたと考えられます。一

方、当期利益は3億7000万ユーロを

出しました。

顧客関係クオリティーNo.1（1）を維

持する当社にとって、良質のサービ

スをユーザーに提供することが最優

先の課題なのです。

総合通信サービス企業であるブイグ・テレコムは、ナンバーワ

ンの顧客関係クオリティーと革新的なサービス提供で一頭地を

抜き、現在のユーザー総数は1250万人に達しています。 

革新的なモバイル分野

2011年初頭、フランス政府による

付加価値税引き上げに関して、ブ

イグ・テレコムではユーザーに金

銭的負担を掛けないために、その

分を料金に上乗せしない方針を採

りました。

一方、過去15年間にわたるイノベー

ション努力の成果として、当年度に

デジタル世代向けに「B&YOU」と

いう新サービスを打ち出しました

（ネット販売に特化）。これは通

話、SMS、及びMMSが24時間使い

放題の非拘束型料金プランです。

また、全てのユーザーの要望に応え

られるように完全にカスタマイズさ

れた「Eden」も補完的にスタート

させました。「Eden」は期間拘束

の有無、携帯機器付きの有無、及び

基本データ

トータル通信
サービス企業

顧客関係クオリティーNo.1を 
維持するブイグ・テレコム

（1） TNS Sofres-BearingPointによる2011年度ランキングで、モバイルでは5年連続、固定・インターネットでは初めて
顧客関係クオリティー第1位を獲得（2）Mobile Virtual Network Operator（仮想移動体サービス事業者）の略語 

（3）実動ユーザー数の推定値

2012年度目標売上高 

51億4000万ユーロ
（10％減）
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通話やデータ通信の組み合わせなど

が自由に選択でき、しかもユーザー

は24ヶ月ごとに、新規顧客よりも安

い値段で自分のモバイル機器を買い

替えられる仕組みになっています。

さ ら に 、 ブ イ グ ・ テ レ コ ム は

MVNO（2）ビジネスにも進出し

て、2011年末時点で約160万人のユ

ーザーを得ています（3）。

急伸を続ける固定分野

近年はモバイルと固定を一体化させ

た「ideo」が好評を博し、良質

なサービスが人々に広く認知さ

れ、かつ700万以上の世帯を対

象にできる「Bbox Fibre」のネ

ットワークが進展しています。

こうした好材料を武器にし

て、ブイグ・テレコムは固

定ブロードバンドを急速に

拡大させ、2011年にはユ

ーザー数100万人の大台

を突破させました。事業

開始後2年連続して最大級の

躍進を遂げたのです。

è	2011年1月　テレビ付き携帯機器
サービス料金に、付加価値税上昇
分を上乗せしない方針を他社に先
立って実行

è	2011年5月 2011年度の顧客関係
クオリティーNo.1（モバイルでは
5年連続、固定・インターネット
では初）

è	2011年6月 固定ブロードバンド
のユーザー数が100万人の大台を
突破

è2011年7月 初のデジタル世代向
けサービス「B&YOU」をスタート 

è	2011年10月  
• �AfnorのLabel Diversité（人材多 

様性認証）を取得
	 • �新サービスシリーズ「Eden」 

を開始

ハイライト

ラヴァル市「クラブ」店長の 
Nabyl Boughalem

 

キャッシュフロー
（単位100万ユーロ）

モバイルユーザー
（単位千人）

売上高
（単位100万ユーロ）

調整前営業利益
（単位100万ユーロ）

固定ブロードバンドユーザー
（単位千人）

連結当期利益
（単位100万ユーロ）

5,140
5,7415,636

20112010 2012
（目標値）

561

692

20112010

12.3% 9.8%

1,2881,327

406

680

208（**）

859（**）

20112010

444
370

20112010

808

1,241

20112010

11,084 11,304

20112010

調整前営業利益率（％）

グロスキャッシュフロー
正味事業投資
フリーキャッシュフロー（*）

（*）運転資金増減分は含まれない
（**）2.6 GHz周波数帯投資分（2億2800万ユーロ）を除く



ブイグ • 2011年度事業概要 • 通信 • 28

4Gによる品質とサービス

人口の93％をカバーする自社の3G+ネットワークを
補完するものとして、ブイグ・テレコムは2011年
末、800MHzと2600MHzの周波数帯において、4G（第四世
代）の周波数割り当てを確保しました。今後20年間保
持できるこの割り当てにより、ブイグ・テレコムは周
波数帯の手持ちを強化して、業界最高水準の技術サー
ビスをユーザーに提供することが可能になります。

2600MHzの周波数帯が主として都市部向けであるのに
対して、800MHzのほうは「プラチナバンド」とも呼ば
れ、人口密度の低い地域をカバーできるだけでなく屋
内の電波浸透率を良くして通信品質を高めます。

昨今はコミュニケーション、各種サービス、情報、教
育などが日進月歩を遂げ、通信機器の使い方も大きく
様変わりしつつあります。ブイグ・テレコムではこの
点を十分に考慮しながら、3Gよりも遥かに快適なモバ
イル超高速ブロードバンドの世界をユーザーにお届け
していきます。

モバイル機器 
のリサイクル

ブイグ・テレコムは企業市民として環境を守るなど
の社会的責任を果たすため、2011年度は専用サイト
（bouyguestelecom.fr.）で中古スマートフォンのネッ
トショップを開きました。

これは会社が奨励してきた携帯機器リサイクル運動
の一環として、機器を新品同様に戻したうえで最大
50％の割引価格で販売するものです。この中古スマ
ートフォンは、慈善協会Emmaüs France（エマウス・
フランス）に属するLes Ateliers du Bocage（ボカージ
ュ工房）で修繕され、格別の拘束条件なしに購入す
ることができるようになっています。

追加情報  
http://mobile-occasion.bouyguestelecom.fr
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超高速ブロードバンドの普及

固定分野で急速に足場を固めたブイグ・テレコムは、本格的
な光ファイバー事業者としてのポジションを強化することを
次の狙いとしています。既にNumericableやSFRと協定を結び、
最近ではFrance Télécom-Orange（フランス・テレコム＝オレン
ジ）とも合意して、光ファイバーを使ったサービスを今後提
供し得る世帯数を1300万近くまで引き上げる可能性を視野に
入れています。

最高の先端技術を取り入れた2012年春発売のBbox Sensation 
（光ファイバー版とADSL版）は、新しいデジタル体験を各世
帯に提供することになります。光ファイバー版Bbox Sensation
は場所を取らない単一のコンパクトボックスになっており、
これ一台があれば家庭の全接続機器と全コンテンツを集約す
ることができるのです。

顧客こそはビジネスの要

会社創立15年目の2011年5月、ブイグ・テレコムは既述の
ように、モバイルでは5年連続、固定・インターネットで
は初めて顧客関係クオリティー第1位を獲得しました。

顧客に対する明快な情報提供、当を得た顧客対応、しっ
かりしたアフターサービス、及び顧客との密な交流など
を高く評価して頂いたわけです。

他方、ブイグ・テレコムは、全社的なカスタマーアドバ
イスのノウハウを認定する「NF Service顧客関係センタ
ー」証明を業界で唯一取得しています。

650を数える「クラブ」店のネットワークも活かしなが
ら、常に優れた顧客関係の構築に力を入れているのです。
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データは2011年4月－9月 
の上半期

（Alstom Gridを含む）

売上高

93億8900万ユーロ
（10％減）

営業利益率

6.7%
（0.6ポイント減）

連結当期利益

3億6300万ユーロ
（9％減）

受注高

101億8300万ユーロ
（45％増）

従業員数

約9万2200人（*）

（*）2011年12月31日現在

プロフィール

アルストムは鉄道輸送、発電、及び

送電のインフラで世界をリードする

企業です。2011年度第3四半期まで

（2011年4月－同年12月）の受注高

は、2011年12月31日時点で全体の

約60％を占めた新興国に支えられ

て、前年同期間に比べて20％増を

記録しました。

発電設備

あらゆる発電技術を備えるアルスト

ムはいわゆる「クリーン電力」で第

一線に立ち、ターンキー方式の発電

所建設、水力発電、及び発電関連サ

ービスで世界ナンバーワンに位置

9万2200人に上るアルストムのスタッフたちは約100ヶ国におい

て、Thermal Power（熱エネルギー）、Renewable Power 

（再生可能エネルギー）、Grid（送電）、及びTransport（輸

送）という4つのセクターで、持続可能な発展の問題を中心に据

えながら力量を発揮しています。

し、製品とサービスの充実度とい

う点でも業界随一です。

Thermal Powerセクターはガス、

水蒸気、原子力による発電に加え

て各種サービスと自動化・制御をカ

バーしており、Alstom Renewable 
Powerセクターでは水力、風力、ソ

ーラーその他の再生可能エネルギー

を集約的に扱っています。

送電設備

送電専門業界で第3位に付けている

Alstom Gridは、高電圧・超高電圧

送電でカギになる技術を開発すると

ともに、いわゆる「スマートグリッ

ド」の電力網のノウハウでも評価を

得ています。 

基本データ

ターンキー方式の発電所 
建設で世界ナンバーワン

持続可能な 
発展が中軸



鉄道輸送

アルストムは「持続可能な移動」

のスペシャリストとして、鉄道輸

送にかかわる製品とサービスにつ

いて業界最高の充実度を誇ってい

ます。Alstom Transportは新幹線

と特急列車で世界第1位、都市交通

と地方列車では世界第2にランクさ

れています。  

営業成績

上半期に高受注水準

ア ル ス ト ム は 2 0 1 1 年 度 上 半 期

（2011年4月－同年9月）に、前

年同期比45％増の102億ユーロの

受注を実現して下半期（同年10

月－2012年3月）の回復基調を確

実なものにしました。上半期の売

上高は、以前の受注低迷が祟って

前年同期比10％減の94億ユーロに

とどまりました。また、販売量の低

下によって営業利益も6億2700万ユ

ーロに抑えられました（営業利益率

は6.7％）。

堅調な第3四半期

49億ユーロの受注があった第3四半

期は堅調な営業展開となり、売上高

も徐々に回復してきました。

適応と発展へ

アルストムはこれからも成長著し

い国々に進出展開する努力を続

けていきます。2011年度には数

多くの提携関係が結ばれました

が、Shanghai Electric社との間で、

火力発電所ボイラーで世界ナンバー

ワンとなる合弁会社の設立合意が

なされたことは注目に値します。

一方、Thermal PowerとTransportの

両セクターでは業界進化に適応する

ため、欧州と北米で人材の適応プラ

ンを実施しました。

ブイグとの 
シナジー効果

ビジネスが一層複雑な課題に直面し

ている昨今、シナジー効果を活かす

ことは新たな付加価値を生み出す有

効な手段です。この点、各種の事業

部門を抱えていることで相互補完の

可能性が芽生えてきます。ブイグと

アルストム側はそのための協定を結

新幹線と特急列車で世界トップクラス

持続可能な 
発展が中軸 è	将来の業界動向に対応するため 

4つセクターに組織編成

è	2011年4月　 
マレーシアで火力発電所 
（10億ユーロ）

è	2011年6月　 
ブラジルで集合型風力発電所 
（2億ユーロ）

è	2011年9月　  
ロシアで機関車（4億ユーロ）

è	2011年12月　 
ポーランドで火力発電所 
（9億ユーロ） 
イギリスで路面電車 
（3億5000万ユーロ）

è	2012年1月　  
スウェーデンで直流高電圧流リン
ク（2億4000万ユーロ）

ハイライト
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セクター別に見た受注処理高

（上半期）
2010年度 2011年度

10.2

比較不可

62%増

45%増

Grid

Thermal
Power

Renewable
Power

Transport

32%増

33%増

7.0

2
0.8

2.8

1.4（*）

2.7

1

4.6

1.9

（*）4ヶ月間（2010年6月－9月）の合計値 

（単位10億ユーロ）

受注に占める 
新興市場のウェート

2010年度

（上半期）

2009年度 2011年度

49%

67%

29%
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び、互いのノウハウや能力を持ち寄

っているのです。

こうした協力関係は多くのインフラ

プロジェクトで実現し、特にニーム

とモンペリエの鉄道バイパス計画で

具体的な成果を挙げました。また、

エネルギーやインテリジェントネッ

トワークに係わる開発イノベーショ

ンでも大いに発揮されています。 

協働の実例

ランスの路面電車に関して2006年に

結んだ契約は、ブイグとアルストム

のコラボレーション第1号となりま

した。Alstom Transportはコラスと

ブイグ・コンストラクションとと

もに 「Mars（ランス都市圏移動）

企業連合」に加わり、2011年4月に

開通したランス路面電車の営業権

を共同保持しています。当該PPP 

（官民パートナーシップ）契約は資

金調達、営業権、建設、及び30年間

にわたる運営にまで及んでいます。

この路面電車の完成により、交通様

式に合う形で公共広場を再編して街

の様子を変えることになったのです 

（線路に沿って7キロメートルの自

転車道が続き、プラットフォームの

60％に芝生が敷かれ、近くには並木

が植えられました）。

また、Alstom Transportは2007年以

来、コラス及びブイグ・コンストラ

クションと一緒にエジプトのカイロ

地下鉄第3路線の最初の2区間工事に

参加しています。ほとんど地上に出

ることなく東から西へ街を横切る第

3路線は2020年までに工事が完了し

ます。全長30キロメートルの間に

29箇所の駅が作られる予定になっ

ています。

そして2011年、アルストム、コラ

ス、及びブイグ・コンストラクシ

ョンの3主体は、上述のようにニー

ムとモンペリエ間の鉄道バイパス

工事を落札すべく再び連合しまし

た。こうして、Bouygues Travaux 
Publics、DTP Terrassement、Colas 
Rail、Colas Midi-Méditerranée、及

びAlstom Transportを糾合した企業

連合が、フランス鉄道線路事業公

社（RFF）からPPP（官民パートナ

ーシップ）契約の優先入札者に指

名されたのです。

25年間有効なPPP契約は、ニームと

モンペリエ間80キロメートルの新鉄

道施設に係わる資金調達、営業権、

建設、運営、維持、保守までを網羅

しています。2012年から工事が始ま

る本バイパスプロジェクトは、ニー

ムとペルピニャン間を結ぶ貨物旅客

混合の特急路線完成に向けた第一歩

なのです。この鉄道の開通は2017年

を目処にしています。

未来を担う開発   

エネルギーとインテリジェントネ

ットワークに関しては、アルスト

ムとブイグはAlstom Grid、Alstom 

2011年4月に開通した 
ランスの路面電車 

カイロ地下鉄の第3路線
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Power、Bouygues Immobilier、及

びExprimm（ETDE）をメンバーに

したEmbixを2011年1月に創設しま

した。これは、エネルギー管理サ

ービスをエコタウンなどに提供す

る共同企業体です。

Embixは各メンバーの経験を活かし

ながら、施設、キャンパス、及びエ

コタウンなどのポートフォリオ監査

からエネルギー効率最適化までの総

合サービスを手掛けます。スマート

グリッド（インテリジェント送配電

網）の最新テクノロジーに依拠し

た情報システムを利用してそれを

行うのです。

E m b i x の 取 り 組 み の 成 果 と し

て、2011年5月には、フランス初

のアーバン・スマートグリッドの

IssyGrid®がパリ近郊のイシー＝レ

＝ムリノーでスタートしました。1
万人が集まるビジネス街のエネル

ギー利用を最適化することがその狙

いで、2013年以降には5千人が住む

エコタウン「フォール・イシー」ま

でこれを拡大していく予定です。

IssyGrid®はオフィス、住居、電気

自動車といった各種エネルギー消

費の計測、再生可能エネルギーの

生産・備蓄手段の整備、及び複数

のエネルギー制度の共有を可能に

します。EmbixはIssyGrid®を駆使

しながら、エネルギーの消費、生

産、及び備蓄に関する情報をリアル

タイムで集めているのです。

1

2

3

エコタウンの
制御センター

エネルギー備蓄

コジェネレーション

地熱発電

1

2

2

2

3
2

太陽光発電パネル

センサー

コンピュータ制御ソフト

電力の生産と消費フローを示すエネルギー 
ネットワーク

インテリジェント送配電網「スマートグリッド」

エコタウンのエネルギー制御
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